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　フランス民法典制定時から 20 世紀初頭までの学説は，公益説・懈怠罰説・
推定説の三つから時効の存在理由を説明する。ただ，これらの存在理由のうち
いずれか一つを，時効の主な存在理由とする見解が多い。
（一）懈怠罰説を主な存在理由とする見解（トロロン）
　トロロンは，取得時効を想定して時効の存在理由について説明している。ト
ロロンによれば，占有者が善意の場合，時効の存在理由は懈怠罰説に求められ
消滅時効の起算点・停止に関する基礎的考察
　　フランス法における『訴えることのできない者に対して
時効は進行しない（Contra non valentem agere non currit 
praescriptio）』の意義（二・完）　　
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る。真の所有者が適切な時期に占有者の誤解を正しておけば，誤解は止んでい
た。ところが，真の所有者の長期間の沈黙は，占有者の誤解を助長し，その信
頼を強める。権利者の懈怠とそれに基づく占有者の信頼は，真の所有者が時期
に遅れて返還を請求することを否定する。これを定めた制度こそが時効である
という 1。
　ただ，トロロンは，占有者が悪意の場合，懈怠罰説ではなく，公益説・推定
説に時効の存在理由を求める。過去を詮索すると何も確かなものがなくなり，
社会の安定が失われる。それゆえ，一定の状態が長期間継続するという単なる
事実を根拠として，占有者の地位が尊重されねばならない。つまり，時それ自
体によって，公益
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から導かれるある種の神秘的擬制に基づいて，占有者は正当
な所有者であると推定される
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2。
（二）推定説を主な存在理由とする見解（ムールロン，ユック）
　ムールロンとユックは，推定説を時効の主な存在理由とする。ここでは，特
にムールロンの見解を見ることにする。ムールロンによれば，時効を権利得喪
方法と解すると，時効は権利の守護者ではなく，権利の敵となる。それゆえ，
時効の存在理由は推定説に求められるべきである 3。
　ムールロンは，長期間の経過によって，①債務者が債務を弁済したことと，
②債権者が債務を免除したことが推定されると考える。長期間の経過による推
定が①のみであるとすると，債務者が債務を弁済していないことを自白した場
合に，消滅時効の効力が失われる。しかし，債権者による債務免除の意思も推
定される（②）とすれば，債務者が債務を弁済していないことを自白したとし
ても，消滅時効は効力を失わない 4。また，ムールロンは，公益説と懈怠罰説
を根拠に，①②の推定が真実に反する場合でも，時効の効果は失われないとす
る。すなわち私益は公益
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に従わねばならず 5，真の所有者には権利を行使する
ことを怠ったという懈怠がある
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からである 6。
（三）公益説を主な存在理由とする見解
　ローラン，オーブリー＝ロー等は，時効の主な存在理由を公益説に求める 7。          
ここでは特に，公益説について詳述しているローランの見解を見ることとする。
　ローランは，懈怠罰説と推定説を批判して，次のようにいう。債権者には権
利を行使する自由と権利を行使しない自由
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が認められている。それゆえ，債権
者が権利を行使しなくとも，権利行使を懈怠したということはできない8。また，
フランス民法典は，短期消滅時効にしか推定説を採用していない 9。それ以外
の時効については，侵奪者や債務を履行していないことが明らかな者であって
も，時効の利益を受けることが許されている 10。
　次いで，ローランは，何らの期間制限なくして社会は存在しうるのであろう
かと問いかける。一万年以上も前の権利を行使できる世界があるとするならば，
その権利は財産に関する紛争や混乱の普遍的な原因となる。個人や家族は，彼
らの社会的地位を争う訴訟から守られなくなるだろう。継続的かつ普遍的な不
確実性の存在は，結果として全般的かつ止むことのない紛争を生ぜしめる。裁
判上の訴訟を終結させ，社会という共同生活を可能にするためには，権利の無
制約性を放棄する必要がある。それを実現する方法こそが時効制度である 11。
その結果，消滅時効によって債権者は権利を失うことになる。代償のない権利
消滅を嘆く者に対しては，次のように答えることができる。時効は，君自身の
債務もしくは君の祖先が何千年も前に負った債務から，君を守っているのだ。
この救済こそが，債権者が権利を喪失することによって得られる代償である，
と 12。
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　フランス民法典第 2251 条は「時効は，法律が定める何らかの例外にあたる
場合を除いて，全ての者に対して進行する」と定めている。しかし，判例は，
法律で定められた時効停止事由以外の障害であっても，時効が進行しない場
合があることを認めていた。20 世紀初頭までの学説は，これら判例において，
フランス民法典制定前の法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し          
ない」が適用されていると考えた。それゆえ，時効の停止事由を制限したフラ
ンス民法典第 2251 条と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し
ない」の関係が議論された。
　法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が時効の停止の
根拠であるとする見解（トロロン）もあった。しかし，多くの学説は，法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」が時効の停止の根拠ではな
く，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が衡平を基礎
とする救済法理であると解する。その上で，この法諺を制限付で肯定する説
（オーブリー＝ロー）と否定説（多数説）に分かれた。
（一）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を時効停止
の根拠とする見解（トロロン）
　トロロンによれば，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しな
い」こそが時効の停止の根拠である。フランス民法典第2251条の解釈に際して，
トロロンは，訴え提起の障害事由を（I）債権者の個人的事由と（II）債権者
に外在する事由に分類する。そして，フランス民法典第 2251 条は，法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」が（I）債権者の個人的事
由に対して適用されないことを定めたものにすぎないと解する。すなわち，①
陸海軍への徴兵②債権者の不在③亡命④後見が開始していない知的障害者⑤破
産⑥債権者の不知は，（I）債権者の個人的事由に該当し，法諺「訴えることの
できない者に対して時効は進行しない」が適用されない 13。
　他方で，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」は，（II）
債権者に外在する事由によって訴え提起できない者に対して適用される。⑦約
定⑧債務者の暴力行為⑨混同⑩戦争やペストその他災害は（II）債権者に外在
する事由に該当し，その法諺が適用され，この障害の存続する期間中の時効の
進行が停止する 14。
　ただ，トロロンは，戦争やペストその他災害が発生した場合に，それだけで
は時効が停止せず，権利者の訴え提起の可能性の有無について吟味しなければ          
ならないという 15。すなわち，戦争やペストその他災害が，訴え提起の可能性
を修復しえない程度のものであり，かつ不可避のものでなければならない 16。
（二）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を衡平に基
づく救済とする見解
（１）制限付肯定説（オーブリー＝ロー）
　オーブリー＝ローは，訴え提起の障害事由を（α）法律上の障害と（β）事
実上の障害に分けつつも，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」が（α）（β）両障害に対して適用されるとする。この法諺とフラン
ス民法典第 2251 条との関係について，オーブリー＝ローは，同条の趣旨を，（β）
事実上の障害
4 4 4 4 4 4
に基づく時効の停止
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を認めないことであると理解する。それゆえ，
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が（α）法律上の
障害に対して適用される場合には，権利者の救済方法としてその障害の存する
期間中の時効の停止が認められる。それは，法律は，それ自身が生み出した障
害を考慮しない訳にはいかないからである 17。
　他方，（β）事実上の障害
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に対して法諺「訴えることのできない者に対して
時効は進行しない」が適用される場合，時効の停止は認められない。この場合，
時効停止ではなく，時効完成の一時的猶予
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が認められるにすぎない。仮に，そ
の効果を時効停止と解すると，障害の存続した期間を時効期間から控除しなけ
ればならない。そうすると，時効の起算開始時や期間の中盤において一時的に
事実上の障害が発生した場合のように，障害除去後に訴えを提起する期間が十
分あった権利者についても救済が認められることになる。これは「法律の精神」
に反し，「衡平」の命ずるところでもない 18。つまり，法諺「訴えることので
きない者に対して時効は進行しない」が適用されるのは，障害継続中に時効期
間が満了し，かつ障害が止みたる後速やかに権利者が訴えを提起した場合だけ
である 19。
（２）否定説（多数説）
　否定説は，まず，フランス民法典第 2251 条が時効の停止事由を制限列挙し          
たものと理解し，法律上規定されていない事由に基づく時効の停止を一切認め
ない 20。それゆえ，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
は，時効の停止の根拠ではなく，衡平を基礎として認められるものであると解
される。多くの学説はこのように理解した上で，法諺「訴えることのできない
者に対して時効は進行しない」の適用を否定する 21。
　否定説は，その理由を二つあげる。第一に，そもそも立法者は，訴え提起の
一時的な障害の取扱について議論が生じないように，訴え提起のために十分か
つ余裕のある時効期間を設定している 22。
　第二に，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」には，
裁判官による恣意的濫用の危険がある。確かに，権利者が訴え提起の機会がな
いまま時効期間が満了するという場合が想定し得る。しかし，この事案におけ
る不都合は，裁判官による法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」の恣意的濫用の危険とは比べものにならない。長期間の戦争の発生も
想定し得るが，それは民法典の問題ではなく，立法論上の問題である 23。
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　フランス民法典第 2252 条以下には時効の停止事由が定められている（以下
では，この停止事由を「法定停止事由」という）。未成年者及び後見に付され
た成年者で後見人が就任している者（フランス民法典第 2252 条），夫婦間（同
2253 条），限定承認相続人が相続財産に対して有する債権（同 2258 条１項）
について時効が停止すると定めている。また，条件の設定された債権について
は条件成就まで，期限の設定された債権については期限到来まで，時効が進行
を停止する（同 2257 条）。
　トロロンは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が
時効の停止の根拠であり，法定停止事由の根拠もその法諺であるとする 24。し
かし，オーブリー＝ロー，ローラン等は，法定停止事由の根拠が法諺「訴える
ことのできない者に対して時効は進行しない」と異なるものと解する。          
（一）フランス民法典第 2257 条の根拠
　オーブリー＝ロー，ローラン等によれば，法定停止事由のうちフランス民法
典第 2257 条の根拠は法諺「発生していない訴権は時効にかからない」である
とされる。
　ローランによれば，条件の設定された権利について，その権利者は管理行為
として時効中断のための訴え提起が可能である。それゆえ，この者に対して法
諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」が適用される余地は
ない。そもそも，消滅時効は，訴権に一定の期限を定めて裁判上の訴訟を終結
させ，共同生活を可能にするために定められたものである。それゆえ，消滅時
効は訴権の存在を前提としている。条件・期限付の債権は，条件成就・期限到
来まで債権者に現実の履行を請求するための訴権がない。時効の対象となる訴
権が存在しない以上，時効も進行しない。法諺「発生していない訴権は時効に
かからない」は，このように訴権不発生に基づく進行障害を定めるものであり，
フランス民法典第 2257 条の根拠である 25。
（二）フランス民法典第 2257 条以外の時効の停止事由
　オーブリー＝ロー，ローラン等は，フランス民法典第 2257 条以外の法定停
止事由が，訴え提起の可能性を考慮したものでないとする 26。未成年者及び後
見に付された成年者について民法上の時効停止が定められているが，その後見
人は彼らの代理人として訴え提起が可能である。それゆえ，未成年者及び後見
に付された成年者に対する時効の停止は，訴え提起の可能性を考慮して定めら
れたのではなく，時効によって権利を失う者への特別な保護を根拠とするにす
ぎない 27。また，他の法定停止事由も，時効によって権利を失う者と時効によっ
て利益を受ける者の特別な関係に着目して，訴え提起を免除するために定めら
れたものにすぎない。例えば，夫婦間の時効の停止は，夫婦間の訴訟を回避す
るという倫理的観点を根拠としている 28。          
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　ここまで，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」に関
する学説を見てきた。まず，トロロンは，時効の主たる存在理由を懈怠罰説に
求め，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を肯定する。
これは，懈怠罰説から法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しな
い」を演繹するものといえよう。
　多数説は，時効の存在理由をいかに解するかにかかわらず，法諺「訴えるこ
とのできない者に対して時効は進行しない」の適用を否定する。第一の理由と
しては，時効期間を定める際に，訴え提起に対する障害の発生可能性につき考
慮されていること，第二の理由として，衡平に基づく法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」が裁判官によって恣意的に濫用される危険
があるとする。
　この点，オーブリー＝ローは，一定の制限の下，法諺「訴えることのできな
い者に対して時効は進行しない」の適用を認める。まず確認しておかなければ
ならないのは，オーブリー＝ローが，法定停止事由の多くを，訴え提起の可能
性と関係のない政策的観点から定められたものと解している点である。つまり，
彼らにとって，権利者の訴え提起の可能性は，（長期の）時効期間と法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」でしか考慮されない。オー
ブリー＝ローは，訴え提起の障害を（α）法律上の障害と（β）事実上の障害
に分け，（α）の場合には時効の停止を認める。だが，（β）の場合，この法諺は，
障害継続中に時効が完成し，障害が止みたる後速やかに権利者が訴えを提起し
た場合にのみ適用され，その効果は時効完成の一時的猶予でしかない。つまり，
（β）につき法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適
用要件・効果が制限されている。この制限は，「法律の精神」と「衡平」に基
づくものと説明されるが，「法律の精神」が何を意味するのか明言していない。
「法律の精神」とは，恐らく「時効の存在理由である公益説」を意味している
ものと推測される。公益説の観点からすれば，（α）の障害の発生・終了時期          
は明確なものであって客観的に判断可能だが，（β）のそれは不明確なもので
あって客観的に判断するのが困難である。（β）の障害に対して法諺「訴える
ことのできない者に対して時効は進行しない」の適用による時効の停止を認め
ると，時効の完成時期が不明確になり，時効によって実現されるべき公益に反
する。また，「衡平」の観点からは次のように考えられる。法律は，事実上の
障害が発生することを見越して長期に及ぶ時効期間を設定し，障害除去後に訴
えを提起する機会を権利者に対して与えている。つまり，事実上の障害の発生
による訴え提起不可能という問題に対しては，時効期間の長期化という方法に
よって解決がなされているといえる。それに加えて，法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」の適用による障害継続期間分の訴え提起の
機会を与える（すなわち，時効の停止を認める）ことは，権利者を過剰に保護
するものとなる。ただ，時効期間をいくら長期間にしたとしても，事実上の障
害が時効期間満了時においても除去されない場合，権利者は障害除去後の訴え
提起の可能性を失う。この長期の時効期間の構造的な欠点を補うために法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」を適用することは，長期の
時効期間という方法では訴え提起の可能性を確保できない権利者を保護するも
のである。法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用
をこの場合に限って認めることは，事実上の障害に陥った権利者を二重に保護
することにならず，権利者への過剰な保護とはいえない。つまり，この法諺に
よる救済は時効期間の長期化の欠点を補うための例外的な救済にすぎないこと
から，その法諺の適用要件・効果が制限されているといえよう。他方，法律上
の障害のために訴え提起できない場合とは，法律それ自体が，法律によって与
えられた長期の時効期間を否定するものである。つまり，時効期間という法律
が与えた訴え提起の可能性が，法律自らが認めた障害によって奪われたのであ
るから，法律上の障害が奪った時効期間を権利者に再び与える必要がある。そ
う解したとしても，法律上の障害に陥っていた期間，権利者は訴え提起の可能
性を法律によって確保されていたとはいえないから，権利者への過剰な保護と          
ならないといえよう。
　オーブリー＝ローの見解は，時効の存在理由や長期の時効期間との関係にも
配慮した折衷的見解であったが，多数説は法諺「訴えることのできない者に対
して時効は進行しない」の適用を一切否定する。そこには，当時の解釈方法論
の影響があるように思われる。すなわち，法典の完結性を前提として，法典の
中に事件の解決に必要な規範が全て含まれているという立場である。しかし，
法典編纂の際に前提とされた社会状況や経済状況が変化するにつれて，裁判所
は独自の判例法の展開とみられる理論（例えば，所有権の絶対性を修正する原
理として権利濫用の理論）を形成してきた。20 世紀に至って，学説も，こう
した状況に対応して，これまでの制定法一辺倒の考え方を批判して，社会で現
実に生起している問題について妥当な解決を探る傾向が形成されてきた 29。か
ような解釈方法論の変化の中で，法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」を肯定的に捉える素地が生まれ，カルボニエの論文が発表され
た。
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　カルボニエは，1937 年に発表した論文「『訴えることのできない者に対して
時効は進行しない』の原則」30 において，訴え提起できない者に対して時効の
進行休止を認めた判例を詳細に検討した。カルボニエは，これらの判例の事案
を大きく二つに分類する。すなわち，（一）法律上の障害のために訴え提起が
できなかった事案と（二）事実上の障害のために訴え提起ができなかった事案
である。
（一）法律上の障害
　法律上の障害が原因で訴え提起ができなかった事案は，更に，（１）法律の
規定に基づく事案と（２）約定に基づく事案に分けられる。
（１）法律の規定に基づく障害           
　①権利者が亡命したために国に没収されていた権利②制限行為能力者が保護
者の同意なしに締結した契約の取消に基づく不当利得返還訴権 31 には，法律
の規定に基づいた障害があり，その障害のために権利者は現実の給付の訴え提
起が不可能な状況に陥る 32。判例は，これらの事案において障害が除去される
まで時効の進行が休止することを認めているが，これは法諺「訴えることので
きない者に対して時効は進行しない」の適用の結果ではない。この障害によっ
て時効が進行しないのは，時効の対象となる権利が存在していない，もしくは
訴権が発生していないためである。つまり，カルボニエは，これらの事案にお
いて時効が進行しないのは，法諺「発生していない訴権は時効にかからない」
の適用の結果であると解する 33。
（２）約定に基づく場合
　債務者が債務の目的の存否や数量を確認するための猶予を求め，債権者がこ
れに同意した事案でも，判例上時効の進行休止が認められている。この場合，
両当事者の合意によって債務に新たな期限が設定されたといえる。このような
合意は，当事者間の約定によって現実の債務の履行を請求するための訴権発生
を遅らせるものである。それゆえ，カルボニエは，この事案においても法諺「発
生していない訴権は時効にかからない」が適用されたと理解する 34。
　ただ，債権者・債務者間での単なる交渉は，約定に基づく障害といえない。
この場合の債権者は，任意的解決に向けて共に努力している債務者に対して訴
えを提起することを躊躇しているのであって，そこには事実上の障害があるに
すぎない 35。
（３）法諺「発生していない訴権は時効にかからない」の効果とフランス民法
典第 2251 条の関係
　カルボニエによれば，フランス民法典第 2251 条は時効の停止事由を法定停
止事由に限定する旨の規定である 36。法律上の障害が存する場合に時効が進行
を開始しないのは，時効の対象物となる権利自体が発生していないからであり，
時効の停止とは異なる 37。それゆえ，法諺「発生していない訴権は時効にかか          
らない」は，フランス民法典第 2251 条に反しない。
（二）事実上の障害
（１）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の基礎
　カルボニエは，事実上の障害のために訴えを提起できなかった事案におい
て，裁判官は法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を適
用していると解する。ただ，この法諺の効果は，時効の停止ではなく，時効完
成を一時的に猶予するものでしかない。つまり，法諺「訴えることのできない
者に対して時効は進行しない」は時効の停止ではなく，フランス民法典制定以
前に存在した原状回復手続を実質とするものであり，衡平に基づいて認められ
るものである。そのため，時効の停止事由の制限列挙を定めたフランス民法典
第 2251 条に反しない 38。
　また，カルボニエは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し
ない」が適用されるための要件を限定する。すなわち，この法諺は，障害が時
効期間満了直前に発生し，かつ期間満了時まで継続している場合のように，事
実上の障害が去った後に訴えを提起するための期間が十分でない場合にしか適
用されない 39。
（２）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の根拠とそ
の限界
　カルボニエは，現実社会において，消滅時効から恩恵を受ける者は，会社（銀
行・保険会社等）であるとする。法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」は，会社に比して経済的弱者である個人の権利を保護するもの
である。ただ，この法諺の適用の結果を看過してはならない。時効は，最も重
要な価値である公益の代表者である。社会は，時効期間が短期でかつ時効の完
成が明確であることに利益を有する。法諺「訴えることのできない者に対して
時効は進行しない」は，真の権利者や債権者の利益を保護するものであるが，
これら個人的利益は，時効制度において公益の名の下に犠牲となるべき利益で
もある。裁判官は，この法諺を用いて，個人的利益が犠牲になるのを制限しよ          
うと試みている。だが，時効制度自体を放棄しない限り，個人的利益の救済に
は限界がある 40。それゆえ，この法諺の適用は，予備的かつ限定的でなければ
ならない 41。
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　カルボニエは，公益と個人の利益の対立構造の中で，法諺「訴えることので
きない者に対して時効は進行しない」の位置づけを試みる。カルボニエによれ
ば，時効の存在理由は公益説に求められる。公益説からすれば，①時効期間の
短期化と②時効完成の明確化が求められる。他方，個人の利益の観点からすれ
ば，訴えを提起する機会を十分確保することが求められる。法諺「訴えること
のできない者に対して時効は進行しない」は，個人の利益を保護するために，
衡平を基礎として認められたものと位置づけられる。
　カルボニエは，訴え提起の障害を，法律上の障害と事実上の障害にわける。
この分類はオーブリー＝ローの分類と同じものである。オーブリー＝ローによ
れば，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用要件・
効果はそれぞれの障害毎に異なる。しかし，カルボニエは，不可能になった訴
えの種類に着目し，それぞれに適用される法諺を分けた。すなわち，訴え提起
の障害を，現実の給付の訴え
4 4 4 4 4 4 4 4
を不可能にする法律上の障害と中断のための訴え
4 4 4 4 4 4 4 4
を不可能にする事実上の障害に分け，前者には法諺「発生していない訴権は時
効にかからない」が，後者には法諺「訴えることのできない者に対して時効は
進行しない」が適用されるとする。後者に対する法諺「訴えることのできない
者に対して時効は進行しない」の適用要件・効果はオーブリー＝ローと同じで
ある。したがって，カルボニエ説の特徴は，法律上の障害に適用される法諺を
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」と別のものにする
ことで，オーブリー＝ローの見解を精緻化することにあったといえよう。          
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　推定説を強調する見解 42 もあるものの，多くの学説は，時効の主な存在理
由を公益説に求めている 43。すなわち，時効は公序に関する制度であって，一
般的利益（intérêt général）を擁護する制度である。時効制度は，単に債務者
のみを保護するのではない。事実と権利関係の不一致（債務の不履行という事
実状態と債権者が実現しようとしない権利）は，公序を混乱させるものである。
時期に遅れた権利の行使は債務者を困惑させるだけでなく，混乱状態にある公
序を更に混乱させる。時効は，公序の混乱の原因である事実状態と権利関係の
不一致を終結させるものとして必要な制度である 44。
　なお，時効の存在理由を公益説・推定説・懈怠罰説以外に求める新たな見解
も現れた。
（１）バンドラックの見解 45
　バンドラックは，外観法理に関するゲスタンの主張を参考にして，時効の存
在理由を明らかにする。ゲスタンによれば，外観法理は法の実効性から根拠づ
けられる。法は，個人の行動を導くものであり，その結果として事実を形成さ
せるが，事実が法に服従しない場合，法は実効性を失う。反対に，法の規律外
で発生した事実は，法的承認を得るべく法に対して強い圧力をかける。その結
果，法は，その自発的に発生した社会現象を追認することとなる。つまり，特
徴的な事実状況が確立し，それが社会集団の利益に合致するならば，法の実効
性に基づいて，その状況が法律または判例によって承認される 46。この法の実
効性の要請は，外観法理のみならず，時効制度にも妥当する 47。
（２）消滅時効を債務者保護のための制度とみる見解（リペール＝ブランジェ，
アジュ・シャイーヌ）
　時効の存在理由を，債務者の保護の観点に求める見解がある。まず，リペー
ル＝ブランジェは，時効の主たる存在理由として公益をあげつつも，未弁済の
債務を際限なく増大させないことをもう一つの存在理由とする 48。          
　次に，アジュ・シャイーヌは，自然法の観点から，債務者の「個人の自由」
回復法理として消滅時効を理解する。そもそも，個人は自然法上自由な存在で
ある。ところが，社会生活上の要請から，個人は債務を負担し，自由を失って
いる。「債権債務関係」という実体法によって確立された秩序を，「個人の自由」
という自然法上の秩序に立ち戻らせるために，「債権債務関係」を消滅させ個
人の自由を保護する制度が消滅時効であると解する 49。
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（一）時効の停止と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
の関係
　カルボニエ以降の学説は，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進
行しない」の適用を肯定している。この法諺を時効停止事由と解する学説もあ
る 50。だが，時効の主な存在理由を公益説に求める多くの学説，法の実効性に
求める学説（バンドラック），債務者保護に求める学説（リペール＝ブランジェ，
アジュ・シャイーヌ）は，オーブリー＝ローやカルボニエの見解を踏襲し，こ
の法諺が衡平に基づいて認められた特別の救済であると解する。すなわち，裁
判官は，衡平に基づいて，時効期間満了時において訴え提起できない状況にあ
る者を法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」によって救
済することができる。そして，この法諺の効果は，時効の停止ではなく，時効
完成の一時的猶予であるとされる 51。
（二）時効の起算点と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
　カルボニエ以降の学説は，時効の起算点を，現実の給付の訴え提起の可能
（exibible）な時点，すなわち，債務の現実の履行のための訴権が発生した時
点を時効の起算点とする点で一致している。カルボニエの見解を踏襲する立場
は，これを法諺「発生していない訴権は時効にかからない」の適用の結果であ
ると解する 52。ただ，法諺「発生していない訴権は時効にかからない」に触れ
ない者も多く 53，必ずしもカルボニエの見解が全面的に承認されている訳では          
ない。
　近時，起算点に関して，債権発生時に債権者が債権の発生を知らなかったた
めに訴えを提起できなかった場合（以下，不知事案という）について論じる者
が多い。1968年に新設されたフランス民法典第1304条が，錯誤・詐欺等にお
いて無効を主張すべき者がそれを発見した日を無効訴権の短期消滅時効（時
効期間は５年）の起算点としたこと，1985年に制定されたフランス民法典第
2270-1条が，損害が明らかになった時を不法行為に基づく民事責任訴権の短期
消滅時効（時効期間は10年）の起算点としたこと，保険に関する債権の短期
消滅時効（保険法典L114-1条：時効期間は２年）において不知事案に関する
判例が増加したこと54が，その理由として考えられる。
　カルボニエの見解を厳格に踏襲する立場からすれば，債権発生時における不
知という事実上の障害は時効の進行開始を妨げない。法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」は時効完成時の事実上の障害にしか適用さ
れず，その効果は時効完成の一時的猶予にすぎないからである 55。しかし，法
諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用要件・効果を
カルボニエと同様に解しつつも，不知事案に関しては法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」が時効の起算点確定法理としても適用され，
債権者が債権の発生を認識するまで時効が進行しないとする学説がある。この
見解に立てば，時効の起算点は債権者の認識という偶然に委ねられることとな
り，時効の完成の時期が不明確で，予想困難なものとなる。この状況を解消す
るために，立法による時効期間の大幅な単純化・短期化が必要であるとされ
る 56。
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　20 世紀初頭に至るまでのフランス学説は，懈怠罰説・推定説・公益説の          
三つに時効の存在理由を求めつつ，いずれかを主な理由としていた。カルボ
ニエ以降の学説は，公益説を時効の主な存在理由とするものが多くなってい
る。公益説を時効の主な存在理由とする見解において，法諺「訴えることので
きない者に対して時効は進行しない」は衡平を基礎とするものと解されてい
る。ある学説は，この法諺の承認による訴え提起の可能性の確保を時効の教化
（moralisation）と位置づける 57。
　時効の教化，すなわち時効と倫理の一致という観点から見るならば，懈怠罰
説・推定説は時効の存在理由と倫理の一致を試みるものであった。すなわち，
推定説は，証拠を失った真の権利者を保護する制度と理解することで，懈怠罰
説は，訴え提起を怠った権利者側の態度に対する倫理的非難とそれに対する制
裁として理解することで，時効の存在理由と倫理を一致させようとしていた。
　懈怠罰説・推定説によれば，訴え提起の可能性の確保する方法としての（ア）
長期の時効期間，（イ）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し
ない」は，その存在理由から演繹できる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。まず，懈怠罰説によれば，権利者の
態様は罰を受けるに値する程度の
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
権利行使懈怠
4 4
と評価できるものでなければな
らない。すなわち，訴え提起が可能であるにもかかわらず権利を行使しないと
いう状況（すなわち，権利行使懈怠）が，罰を受けるに値する程に長く継続し
なければならない。それゆえ，（イ）何らかの障害によって訴え提起ができな
い場合，権利者は懈怠をしていたとはいえないのだから，改めて訴え提起の機
会を与えるべきである。また，（ア）時効期間は罰を受けるにふさわしい期間，
すなわちできるだけ長期でなければならない。
　また推定説は，例えばポティエの述べるように，債権者が債務の弁済を著し
く遅らせることは通常あり得ないことから，弁済したものと推定するもので
あった。「債務の弁済を著しく
4 4 4
遅らせた」というためには，（ア）時効期間が長
期間でなければならない。また，この推定の基礎は権利行使を「遅らせたこと」
にあるのだから，（イ）権利行使が不可能な場合は弁済を遅らせたとはいえない。
　しかし，公益説において，推定説・懈怠罰説のような倫理的観点は等閑視さ          
れ，時効の存在理由と倫理は一致しないものとなる。そのため，訴え提起の
可能性を確保する方法である（ア）長期の時効期間（イ）法諺「訴えることの
できない者に対して時効は進行しない」は，公益説という時効の存在理由から
4 4 4 4 4 4 4 4 4
演繹できない
4 4 4 4 4 4
。そこで，ローランは，倫理秩序の乱れを認めると，結局，時効
によって実現しようとした社会秩序が乱れると考える。つまり，30 年という
極めて長い期間，権利行使の可能性を与えられながら権利を行使しなかった者
の権利を消滅させることは，公益（社会秩序）からの要請であると同時に，倫
理的観点からも要請されるという 58。すなわち，30 年という時効期間は，時
効と倫理を一致させるために倫理的観点から要請されたものと考える。また，
カルボニエ以降の学説は，（イ）が衡平に基礎を置くものであり，時効を教化
するものであると捉えている。そして，（ア）も，（イ）と同様に障害から権利
者を保護するのであり，衡平に基づくものといえよう。つまり，公益説におい
ては，時効の存在理由で倫理的要素を考慮するのでなく，（ア）（イ）という方
法によって倫理との一致が試みられているといえよう。このような倫理的要素
の導入は，時効の存在理由から演繹されるのではなく，衡平を基礎として認め
られている。
　したがって，時効制度の教化という懈怠罰説・推定説の意図するところは，
公益説において衡平を基礎として実現しているといえよう。ただ，カルボニエ
が正当にも述べるように，時効制度を放棄しない以上，衡平による個人の利益
の保護には限界がある。
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　カルボニエによれば，時効は公益という最も重要な価値の代表者であるとい
う。そして，公益説からは，①時効期間の短期化と②時効完成の明確化が求め
られる。公益に対置されるのが，時効によって権利を失う個人の利益，とりわ          
け自己の権利を保全・実現するための訴え提起の可能性である。長期間の時効
期間と法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」は，衡平に
基づいて個人の利益（自己の権利を保全・実現するための訴え提起の可能性）
を保護するものとして位置づけられる。
　フランス民法典制定後の学説は，公益説からの帰結である①②と，権利を実
現・保全するための訴え提起の可能性という個人の利益を，衡平の観点からい
かに調整していくのかを模索してきたといえる。
　20 世紀初頭までの学説によれば，訴え提起の障害が発生する可能性につい
ては，時効期間を規定する際に考慮されているという。公益説からいえば，本
来，①時効期間の短期化の要請から時効期間は短期でなければならない。つま
り，時効期間の長期化（通常の債権の 30 年の時効期間）は，①時効期間の短
期化という公益の要請を犠牲にしてまで，権利者の訴え提起の可能性を考慮し
たものといえる。これに加えて訴え提起できない障害がある場合に法諺「訴え
ることのできない者に対して時効は進行しない」の適用による時効の停止を広
く認めるとするならば，②時効完成の明確化も犠牲となり，公益説は完全に形
骸化する。また，衡平の観点からしても時効期間の長期化によって訴え提起の
可能性を確保している上に，更にこの法諺による保護を認めるとすれば，権利
者に対する過剰な保護となる。
　そこで，オーブリー＝ローは，法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」の適用される障害を法律上の障害と事実上の障害に分けること
とした。そして，法律上の障害についてはその法諺の効果を時効の停止としつ
つも，事実上の障害についてはその法諺の適用要件・効果を限定する。だが，
当時の解釈方法論の影響下にあった多数説は，オーブリー＝ローの限定的肯定
説すらも否定した。
　解釈方法論の変容の中で，カルボニエは，オーブリー＝ローの見解に着想を
受け，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用を肯
定する。ただ，カルボニエは，障害によって妨げられている訴えを，自己の権          
利を実現するための訴えと，自己の権利を保全するための訴えに分けた。そし
て，前者に関する障害は法諺「発生していない訴権は時効にかからない」，後
者に関する障害は法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
が適用されると解することで，オーブリー＝ローの見解を精緻化しようとした。
　カルボニエ以降の学説は，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進
行しない」を肯定することで一致している。オーブリー＝ローやカルボニエの
ように，事実上の障害に対して法諺「訴えることのできない者に対して時効は
進行しない」を適用する場合には，その適用要件・効果を制限的に解する者も
いる。しかし，この法諺が起算的確定法理として機能しうることを認めつつも，
それに伴う時効完成時期の不明確化に対処するために，時効期間の短期化を主
張する者もいる。先に見たように，オーブリー＝ローやカルボニエの見解は，
長期の時効期間を前提として，法諺「訴えることのできない者に対して時効は
進行しない」の適用要件・効果を制限してきた。しかし，その前提たる時効期
間が短期化されるならば，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」の適用要件・効果も変容する可能性がある。法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」が時効の起算点確定法理としても機能する
という説は，これを示唆するものといえよう。
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　2005年９月に司法大臣に提出された『債務法改正準備草案』において，マロリー
が時効法改正案を明らかにした（以下，これを「マロリー草案」と呼ぶ）60。そ
の後，2007 年２月から６月にかけて，元老院の法律委員会は，研究調査を行い，
多くの学者・実務家に対するヒアリングを踏まえた上で，調査報告書『現代的
で統一的な時効法に向けて』を公にし，民・刑事の両時効につき合計 17 項目
にわたる具体的な提言をした 61。それを踏まえて，続く８月には，民事時効に
関して，上記法律委員会の委員長・イェスト議員の提出にかかる「民事時効改
正法案」（以下では，これを「原案」という）が元老院に上程され 62，11 月に          
は，同委員会における若干の修正を経て，第一読会で可決された 63。この法案
は，国民議会に送られ，若干の修正を経た後，2008 年５月６日の第一読会で
可決し 64，同年 6月 5 日の元老院の第二読会にて法律として成立し 65，「民事
時効改正に関する 2008 年 6 月 17 日の法律」として公布・施行された（以下で
は，この法律によって改正された時効法のことを「新時効法」と呼ぶ）。以下
においては，マロリー草案は「マ草」，原案は「原」，元老院第一読会で可決し
た法案を「元老院第一読会通過案」，最終的に制定された新時効法を「新」と
して引用する。
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　マロリー草案は通常の債権の時効期間を３年に短縮するよう提案していた
（マ草2274条）。この提案を受けて，法律委員会は，消滅時効が法的安全（sécurité
juridique）のために絶対必要なものであるから，長期間の時効期間のもたら
す法的に不安定な状態をなくすためにも，時効期間を短縮すべきとした 66。そ
の結果，５年の債権の時効期間が提案され，新時効法として採用された（新
2224 条）。時効期間を５年とする理由は，①マロリー草案の３年と政府提案の
10 年のほぼ中間であること，②著しく長期間の時効期間がもたらす法的不安
定状態をなくすことができ，かつ，権利者にとっての不正義や略奪の原因とな
るほど短くもないこと等である 67。
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　先に見たとおり，フランス民法典の定める時効の停止には，（a）時効の進
行を開始させないものと，（b）いったん進行開始された時効の進行を休止させ
るものがあるとされていた。しかし，新時効法は，このうち（a）を時効の起
算点の問題とし，時効の停止を（b）のみとした（以下では，消滅時効の起算
開始の障害となる事由を「ㅴⴕ㐿ᆎ㓚ኂ੐↱」，消滅時効の起算をいったん開          
始した後に，時効の進行を停止させる事由を「ᤨല஗ᱛ੐↱」という）。
　マロリー草案や新時効法における（a）（b）の事由には，次の二種類のもの
がある。フランス民法典第 2252 条以下の法定停止事由を承継した「訴え提起
の可能性とは別の理由
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に基づくもの」と，法諺「訴えることのできない者に対
して時効は進行しない」を基礎とした「訴え提起の可能性がないことから認め
られたもの」である。
　なお，新時効法は，訴え提起の障害のうち，債権者の不知，債権者と債務者
間における交渉という主観的な事実上の障害に関して，債権者の不知を（a）
進行開始障害事由，交渉を（b）時効停止事由としている。
（一）進行開始障害・停止事由と法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」の関係
（１）フランス民法典第 2252 条以下の法定停止事由の維持
　マロリー草案は，若干の文言変更を行ったものの，フランス民法典第 2252
条から 2259 条と同じ内容の条文を設けた。新時効法では，（α）進行開始障害
事由として，条件・期限等の設定された権利（新 2233 条），（β）進行開始障害・
停止事由として，（i）未成年者及び後見に付された成年者（新 2235 条本文），
（ii）夫婦及びパックスの当事者（新 2236 条），（iii）限定承認相続人の相続財
産に対する債権（新 2237 条）が規定された。（i）から（iii）は，いずれも権
利者の訴え提起の可能性とは別の理由から認められたものである68。すなわち，
（i）は，未成年や後見に付された成年者が法定代理人の権利不行使によって被
害を蒙らないようにするために，（ii）は，家庭の平和を乱さないために，（iii）
は，債権者に時効を中断させるための訴え提起を強制しないようにするために
定められたものである 69。
（２）法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」と時効の進
行開始障害・停止の関係
（ア）マロリー草案
　オーブリー＝ローは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し          
ない」が適用される障害を，法律上の障害と事実上の障害に分け，前者には時
効の停止，後者には時効完成の一時的猶予が認められるとしていた。しかし，
マロリーは，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の効
果は，時効の進行開始障害と停止であるとした。すなわち，「時効は，法律，合意，
あるいは不可抗力に起因する障害によって，訴えることが不可能な状況にある
者を除き，すべての人に対して進行する」とした（マ草 2266 条１項）。ただ，
一時的な不可抗力については，ドイツの新時効法を参考にして，「不可抗力が
一時的なものであるときは，それが時効の期間満了に先立つ６ヶ月以内に生じ
たものを除き，停止事由にならない」とした（マ草 2266 条２項）70。
（イ）原案と元老院第一読会通過案
　しかし，法律委員会によるヒアリングにおいて，マ草 2266 条２項の必要性
は否定された。すなわち，ある消費者団体は，時期がいつであれ，不可抗力か
ら生じる障害が同じものである以上，一時的な不可抗力についての特別な規定
を置くことは不当であると主張した 71。このヒアリングを受けたためか，原案
は，マ草 2266 条２項を削除して，「時効は全ての者に対して進行する。但し，
法律，合意，または不可抗力に起因する障害によって訴えることが不可能な者
に対しては，時効は進行しない」とした（原案第 2242 条）。
　元老院第一読会もまた，不可抗力の発生時期を問題にせず，「法律，合意，
または不可抗力に起因する障害によって訴えることが不可能な者に対して
は，時効は進行を開始せず，または停止する」とした（元老院第一読会通過案
2234 条）。その趣旨は，次のように説明される。これまで，フランス民法典第
2251 条によって，この法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し
ない」の適用が禁じられ，時効期間の予測可能性が確保されてきた。法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」の承認は，時効による法的
安定性を失わせる恐れがある。しかし，法諺「訴えることのできない者に対し
て時効は進行しない」の採用は，今回の立法に衡平を導入し，柔軟性を持たせ
ることができる。それゆえ，確立した判例を追認することとした 72。元老院第          
一読会通過案 2234 条は，国民議会第一読会・元老院第二読会で承認され，新
2234 条となった。
（二）債権者の不知
　マロリー草案は，「時効は訴えを提起できる時を起算点とする」（マ草 2262 条）
としつつも，「債権者が債権の存在と範囲を知るまで，時効は進行を開始せず，
または停止する」（マ草 2264 条）としていた。だが，法律委員会によるヒアリ
ングにおいて，この条文では時効の起算点を客観的起算点（権利発生時）とす
るのか，それとも主観的起算点（権利者の認識時）とするのかが明瞭でないとの
指摘を受けた 73。だが，原案は，マロリー草案と同様に「債権者が債権の存在
と範囲を知るまで，時効は進行を開始しない」とするだけであった（原 2247 条）。
　元老院第一読会通過案は，時効の起算点を権利者の主観に基づいて判断する
という趣旨を明らかにするために，一般の債権の消滅時効の起算点を「権利の
行使を可能とする事実を知り，または知るべきであった時」とした（元老院第
一読会通過案 2224 条）。これは，①債権者が債権の発生を知らない場合に時効
の進行休止を認めた判例を追認したものであり，②ユニドロワ 74 やドイツ法
を参考に作成されたものである。なお，債権者が権利の行使を可能とする事実
を知っていた場合であっても，法律，合意，または不可抗力に起因する障害に
よって訴えることが不可能な者に対しては，元老院第一読会通過案 2234 条が
適用され，時効は進行を開始しない 75。
　国民議会第一読会も次の理由から元老院第一読会通過案に賛同する。本条は，
法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を追認した元老院
第一読会通過案 2234 条と首尾一貫している。また，本条が「知るべきであっ
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た時
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」を起算点に加えた点にふれ，この文言は，不誠実（mauvaise foi）な権
利者が権利発生原因の不知を利用できないようにするためのものであって，「誠
実（bonne foi）」の観点から規定されたものであるとする 76。元老院第一読会
通過案 2224 条は，元老院第二読会でも承認され，新 2224 条となった。          
（三）交渉と時効の停止
　マロリー草案は，ドイツ新時効法に従って，「時効は，当事者が誠実に（de
bonne foi）交渉している間は，進行せず，または停止する。」としていた（マ
草 2264 条１項）。ヒアリングにおいて大方の賛成は得たが，弁護士グループか
ら，同条の「誠実」要件が曖昧であり，かえって紛争の原因になりうるとの指
摘を受けた 77。原案はマロリー草案と同趣旨の規定を置いていた（原 2249 条）
が，元老院第一読会通過案は，時効の停止事由として認める「交渉」の種類を「調
停 78」と「斡旋 79」に限定し，停止の効果も調停・斡旋の終結を宣言した日か
ら 6ヵ月間の完成猶予とした（元老院第一読会通過案 2238 条。その後新 2238
条として成立）。マロリー草案のように，全ての交渉を含むとすると，「誠実な
交渉」とは何かを巡って紛争が長期に及ぶ可能性があるからである 80。
　ただ，交渉による時効の停止を望む者は，別の方法によって時効の進行を停
止させることができる。原案・元老院第一読会は，当事者の合意によって時
効停止事由を追加できるとしていた（原 2220 条３項・元老院第一読会通過案
2254 条２項。その後，新 2254 条２項として成立）81。それゆえ，交渉による
時効の停止を望む者は「交渉によって時効が停止する」旨の合意をすればよい82。
（四）新法における進行開始障害・停止事由に関する小括
　カルボニエがいうように，公益説からすれば，①時効期間の短期化②時効完
成の明確化が要請される。1804 年の民法典は，①時効期間の短期化を犠牲に
して，時効期間を長期（30 年）とすることで，権利者の訴え提起の可能性を
確保した。そのため，公益説の観点から，②時効完成の明確化が要請されるこ
とになった。時効の停止事由を制限するフランス民法典第 2251 条は，その要
請に基づくものといえよう。
　しかし，新時効法は，公益説の観点から①時効期間の短期化を実現した。こ
れでは，長期の時効期間によって訴え提起の可能性を確保することができなく
なる。新時効法は，停止事由に関する制限を廃止して，②時効完成の明確化を
犠牲にすることを選択した。すなわち，法諺「訴えることのできない者に対し          
て時効は進行しない」を承認した。ただ，オーブリー＝ローの見解ではなく，
判例の文言を追認したものであるために，訴え提起の障害は，「法律」「約定」「不
可抗力」に分類された。それゆえ，新時効法でいう「不可抗力」は事実上の障
害一般を指すものといえよう。そして，訴え提起の可能性確保の方法が法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」に一元化した影響からか，
新時効法は，訴え提起の障害の発生時期に関する制限を認めず，その法諺の効
果を時効の進行開始障害・停止とした。
　ところが，主観的な事実上の障害について，新時効法は特別な規定を設ける
ことでこの法諺の適用に厳格な態度をとっている。すなわち，（ア）単なる主
観的障害では足りず，当事者の「誠実」な態度が要求される。ただ，（イ）「誠実」
が要件であることを，そのまま条文の文言とはしなかった。すなわち，起算点
については「知るべきであった時」，交渉については「調停」「斡旋」と規定した。
（ア）単なる主観的障害では足りず，当事者の「誠実」な態度が要求される理由は，
権利者の過剰保護の禁止に求められよう。天災のような客観的な事実上の障害
は，権利者が惹起したものでなく，権利者にとって障害事実の排除が不可能で
ある。だが，不知のような主観的障害は，権利者が招来した可能性があり，ま
た権利者が誠実に行動していれば障害を回避・除去できた可能性もある。全て
の主観的な事実上の障害が進行開始障害・停止事由に該当するならば，このよ
うな不誠実な権利者までもが保護されることになり，権利者への過剰な保護と
なる。次に，（イ）「誠実」をそのまま要件化しなかった理由は，公益説に求め
られよう。公益説からは，法的安定性を早期に確保することが望まれる（すな
わち，公益説からの①時効期間の短期化の要請）。しかし，交渉に関する元老
院の議論からも明らかなように，「誠実」要件をそのままの形で条文化すると，
紛争を長期化させ，法的安定性を欠く状態が長期間継続する恐れがある。これ
は，公益説からの帰結である①時効期間の短期化の要請に反する結果を導くこ
とになる。　　
　なお，フランス民法典第 2251 条の廃止と法諺「訴えることのできない者に          
対して時効は進行しない」の導入による起算点・停止の柔軟化は，②時効完成
の明確化・予測可能性の確保を犠牲にすることを想定しているものである。し
かし，カルボニエが述べるように，時効制度を放棄しない限り，個人の利益保
護には限界がある。つまり，②時効完成の明確化・予測可能性の確保が著しく
侵害されることまでは許容されない。そこで，新時効法は，フランス民法典第
2251 条による停止事由の制限ではなく，法諺「訴えることのできない者に対
して時効は進行しない」の適用が排除される「上限期間」制度を採用すること
にした。
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（１）起草過程
　マロリー草案では，消滅時効に上限期間が定められていた。すなわち，人道
に対する罪を除いて，すべての訴権が，債務の目的，起算点，中断事由，停止
事由，および期間を修正する合意がいかなるものであっても，債務を発生させ
る行為の時から 10 年で時効にかかるとした（マ草 2278 条１項）。ただ，人損
等に関する民事責任訴権については，上限期間を 30 年とした（マ草 2278 条２
項）。法律委員会によるヒアリングでは，破毀院の反対を受けたものの 83，上
限期間が，時効の実効性と予想可能性
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を確保し，起算点・停止の柔軟化に対す
る法的安定性を確保するものであるとして賛同を得た 84。
　原案は，一般的に上限期間を設けるのではなく，必要に応じて個別の規定を
置けば足りるとした 85。これに対して，元老院第一読会は，一般的に上限期間
を設けることとし，「時効の起算点の延期，停止または中断は，その効果として，
権利の発生の時から 20 年を超えて消滅時効期間を伸張し得ない」（フランス民
法典第 2232 条第１項）とした。それは，①ヨーロッパ契約法原則等で上限期
間が採用されている，②上限期間は法的安定性の要請に合致しており，起算点
の柔軟化や時効の停止の拡大よりも必要な制度だからである 86。ただ，権利者
が権利行使できる状態になる前に，権利を失う事態はできるだけ避けられねば          
ならないという観点から，多くの例外が認められた。すなわち，条件・期限等
の設定された債権，人損に関する民事責任訴権等には，上限期間が適用されな
い（元老院第一読会通過案 2232 条２項）87。
　国民議会第一読会では，上限期間の廃止を求める修正提案が提出された。国
民議会第一読会は，この提案を次の理由から否決した。すなわち，新時効法で
は法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の導入によって
時効の起算点が不明瞭になったが，時効は社会平和（paix sociale）にとって
不可欠な制度であるから，不明瞭な起算点に影響を受けない上限期間を定める
必要がある。なお，国民議会第一読会では，婚姻・パックスの期間が 20 年を
越えることがあるとして，夫婦間・パックス間の時効の停止が上限期間の例
外事由に追加された 88。国民議会第一読会での変更をうけた元老院第一読会案
2232 条は，元老院第二読会によって承認され，新 2232 条となった。
（２）人損に関する民事責任訴権の特殊性
　人損に関する民事責任訴権の消滅時効の起算点について確認しておきたい。
新時効法は，人損に関する民事責任訴権の消滅時効の起算点について特別の規
定をおいている。改正前のフランス民法典第2270-1条は，不法行為に基づく
民事責任訴権の消滅時効の起算点を，「損害が明らかになった時またはそれが
深刻化した時」としていた。同条の定める起算点は，法諺「訴えることのでき
ない者に対して時効は進行しない」に基づくものであるとされていた89。その
後，判例は，人身損害の場合における「損害が明らかになった時またはそれ
が深刻化した時」とは，「損害の確定時」であるとした90。元老院第一読会通
過案2226条は，この判例を追認し，人身損害に関する民事責任訴権の消滅時
効の起算点を「損害の確定時」とした91。国民議会第一読会は，「最初の損害
または深刻化した損害が確定した時」と改めることで，深刻化した損害に関
する民事責任訴権の消滅時効の起算点を明示し，その損害賠償請求を可能に
した92。国民議会第一読会によって修正された元老院第一読会通過案2226条
は元老院第二読会で承認され，新2226条となった93。なお，先に見たとおり，          
この人損に関する特別な起算点は上限期間の制限を受けない。
（３）上限期間の構造とその例外の位置づけ
　法律委員会が述べるように，上限期間の趣旨は，公益説の観点から②時効完
成の明確化・予測可能性を確保することにある。つまり，訴え提起の可能性を
確保するために定められた進行開始障害・停止事由の柔軟化は，②を犠牲にす
るものであるが，上限期間は衡平に基づくその柔軟化に限界を画するものとい
えよう。上限期間における訴え提起の可能性を確保する方法は，長期の時効期
間しかない。この点において，上限期間は，従来の消滅時効と類似したものと
いえよう。ただ，上限期間においては，原則として，進行開始障害・停止事由
や中断の効果まで排除されるのであるから，従来の通常の消滅時効よりも公益
説に寄った制度と評価することができよう。
　新 2232 条 2 項に列挙された事由が上限期間の例外とされるのは，通常，そ
の事由が存在する場合，上限期間の到来する時まで，権利を行使できない状況
が継続するものと想定されるからである。つまり，極めて限定的ではあるが，
衡平が公益に優先されるべき場合があることを認めている。ただ，上限期間の
例外事由は２種類に分けられる。すなわち，（ア）進行開始障害・停止事由の
存在が客観的かつ容易に判断し得る
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もの（婚姻・パックス関係，条件・期限の
設定された債権），（イ）進行開始障害・停止事由の存在が客観的かつ容易に判
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断し得ない
4 4 4 4 4
もの（人損に関する民事責任訴権）である。（ア）の場合，進行開
始障害・停止事由は，訴え提起の可能性と関係のないものであって，その存否
を客観的に判断することができ，上限期間の例外としても②時効完成の明確化・
予測可能性の確保を著しく害するとはいえない。それゆえに，上限期間の例外
とすることが許されるのであろう。
　しかし，（イ）の事由は，その事由の存否を客観的に判断するのが困難であ
る。また，人損に関する民事責任訴権の起算点は，法諺「訴えることのできな
い者に対して時効は進行しない」を基礎としたフランス民法典2270-1条に関
する判例の解釈を基にするものであるから，起点算の柔軟化を制限しようとし          
た上限期間の趣旨に反する可能性がある。それに，人損以外の損害であっても，
被害者が上限期間内に不法行為の事実について認識できない事案が少なからず
存在するであろうことは，容易に想像できる。民事責任訴権のうち，特に人損
に関する民事責任訴権のみを例外としたのか，その理由は明らかでない。恐ら
く，人損に関する民事責任訴権が上限期間の例外とされるのは，民事責任訴権
によって保護される法益，すなわち身体の完全性という法益の重要性にあるの
ではなかろうか。この法益は特に保護の必要性が高く，この法益に関する個人
の利益（訴え提起の可能性）を衡平に基づいて保護することが公益に優先する
と解し，特別に上限期間の例外としたのであろう。
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　フランス民法典制定以前より，時効の存在理由としては公益説・懈怠罰説・
推定説があった。このうち，懈怠罰説は，自己の権利を実現・保全するための
訴え提起の可能性という個人の利益を擁護するための根拠となり得るものであ
り，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」を演繹するこ
とができた。しかし，ローランによる懈怠罰説批判以降，公益説を主な存在理
由とする者が多くなった。また，新たに提示された時効の存在理由は，法の実
効性や未弁済の債務者保護に求めるというものであった。新時効法も公益説（法
的安全等）を時効の存在理由としている。
　公益説や新たな学説から法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行
しない」を演繹することはできない。20 世紀初頭までの学説の多くは，法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」を衡平に基づくものである
と捉えつつも，これを否定した。しかし，カルボニエ以降の学説は，法諺「訴          
えることのできない者に対して時効は進行しない」が衡平を基礎としているも
のと解した上で，これを肯定する。新時効法も，法諺「訴えることのできない
者に対して時効は進行しない」を衡平に基づく原理であるとしつつ，これを肯
定し立法化した。
　したがって，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」は，
時効の存在理由から演繹されるのではなく，衡平を基礎とするものとして理解
されていることが明らかとなった。
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　フランス民法典制定以前からの学説・立法・判例における法諺「訴えること
のできない者に対して時効は進行しない」をめぐる議論は，（i）①権利関係の
早期安定のための時効期間の短期化，②時効完成の明確化・予測可能性の確保
という公益説からの要請と，衡平に基づく要請，すなわち（ii）時効によって
権利を失う権利者の利益（とりわけ自己の権利を実現・保全するための訴え提
起の可能性の確保）を，いかなる方法で調和させるのかというものであった。
　訴え提起の可能性を確保する方法としては，（a）訴え提起の障害が発生し
うることを想定して，時効期間を長期化する方法，（b）訴え提起の障害が発
生した場合に，障害が除去された後に改めて訴え提起の機会を与える方法がフ
ランス民法典制定以前から想定されていた。法諺「訴えることのできない者に
対して時効は進行しない」は（b）の方法で個人の利益を保護する法理として
位置づけられる。フランス民法典制定前には，（b）の方法としてこれ以外に
も多様な法理が認められていた。すなわち，法諺「発生していない訴権は時効
にかからない」，法務官法上の原状回復手続である。ポティエは，これらの方
法を法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」に一元化した。
　なお，（a）（b）は，ともに，衡平を基礎として，権利の実現・保全するた
めの訴え提起の可能性を確保するためのものである。そこで，（a）（b）両方          
を用いる場合，または（b）のみを用いる場合には，権利者の過剰な保護の禁
止という要素も考慮されることになる。
　デュノーの見解や 1804 年のフランス民法典は，通常の債権の時効期間を 30
年としており，（a）を原則と考えていたといえよう。（a）の方法は①時効期
間の短期化を犠牲とする。（a）を採用しつつ，（b）を無制限に認めると，時
効完成時期が不明瞭となり，②時効完成の明確化・予測可能性を損ない，公益
説からの①②の要請が確保できなくなる。また，（a）によって訴え提起の可
能性が確保されているにもかかわらず，更に（b）の方法が無制限に認められ
るとすると，権利者の過剰な保護となる。これらの観点から，（b）の方法を制
限する必要がある。デュノーが，時効期間を原則 30 年とした上で，法諺「訴
えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用を法律上の障害に限
定していた趣旨は，ここにあるといえよう。フランス民法典の立法担当者も，
（a）について時効期間を 30 年とした。（b）の方法として時効の停止を規定し
たが，その適用は法定事由に制限された。
　オーブリー＝ローは，法定停止事由が訴え提起の可能性と関係ないものと解
した上で，（b）の方法として，法諺「訴えることのできない者に対して時効
は進行しない」の活用を認める。ただ，訴え提起の障害を法律上の障害と事実
上の障害にわけ，法律上の障害に対してこの法諺を適用する場合には，その効
果を時効の停止としたが，事実上の障害に対してこの法諺を適用する場合には，
その適用要件・効果を制限した。後者の制限は，②時効完成の明確化，権利者
の過剰な保護の禁止を根拠としていた。したがって，オーブリー＝ローによれ
ば，（a）の方法による訴え提起の可能性の確保が原則であり，（b）の方法で
ある法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」は（a）の欠
点を補うための例外的な救済法理として位置づけられた。
　しかし，20 世紀初頭までの多数説は，法諺「訴えることのできない者に対
して時効は進行しない」を衡平に基づくものとして否定した。これらの見解は，
当時支配的であった解釈方法論の影響の下，②時効完成の明確化・予測可能性          
の確保を極めて厳格に要求するものであった。
　20 世紀以降の解釈方法論の変容の中，カルボニエは，オーブリー＝ローと
同様に，（b）の方法による訴え提起機会の確保のために法諺「訴えることの
できない者に対して時効は進行しない」の適用を承認する。事実上の障害に対
する法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用要件・
効果はオーブリー＝ローと同じであった。ただ，カルボニエは，法律上の障害
と事実上の障害について適用される法諺を分けることで，オーブリー＝ローの
見解を精緻化しようとしていた。
　以上の議論は，1804 年に制定された民法典の定める消滅時効とその時効期
間を前提としたものである。しかし，1804 年以降，特別法において多くの短
期消滅時効が制定されている 94。短期消滅時効は①時効期間の短期化を実現す
るものであるから，（a）によって訴え提起の可能性を確保するというフラン
ス民法典の立法担当者の構想は，短期消滅時効の場合に維持し得ない。それに
もかかわらず，（b）の方法を制限した民法が一般法として短期消滅時効に適
用される。その結果，短期消滅時効の適用を受ける権利者は，（a）・（b）の方
法による訴え提起の可能性を確保されないまま，権利を失うという問題に直面
することになる。第３章で見た判例のうち，訴えの提起のできない者に時効の
進行の休止を認めた事件のほとんどは，短期消滅時効に関するものであった。
短期消滅時効に関する事件において時効の進行休止が認められたのは，短期消
滅時効において公益からの要請のうち①が実現されているので，②を犠牲にし
て（b）の方法を拡充することが許されると解するからであろう。
　判例において，法律の規定や約定に基づく障害，客観的な事実上の障害があ
る場合，比較的容易に時効の進行休止が認められていた。しかし，主観的な事
実上の障害の場合には，障害の原因の正当性や債権者・債務者の態度などを総
合的に勘案し，救済が衡平に適うと判断される場合に限って，時効の進行休止
が認められていた。主観的な事実上の障害における法諺の適用要件の厳格化は，
権利者の過剰な保護の禁止にあるように思われる。すなわち，不知のような主          
観的障害は，権利者が誠実に行動していれば回避できた可能性があるのに，全
ての主観的な事実上の障害に時効休止の効果を認めると，不誠実な権利者まで
もが保護されることになるからである。
　2008 年に制定された新時効法は，一般の債権の時効期間を５年とし，①時
効期間の短期化を実現した。これにより，（a）の方法で訴え提起の可能性を
確保するのが困難になった。そこで，新時効法は，②時効完成の明確化・予測
可能性を犠牲にして，（b）の方法による訴え提起の可能性の確保を強化する
ことにした。すなわち，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行し
ない」を立法化し，その効果も時効完成の一時猶予ではなく，時効の進行開始
障害・停止事由となった。また，訴え提起の可能性確保の方法が（b）の方法
へ一元化されたため，障害の発生時期も限定されない。ただ，主観的な事実上
の障害に関しては，やや厳格な態度をとる。それは，権利者の過剰な保護の禁
止と公益説に基づくものであった。
　法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の効果を時効の
進行開始障害・停止事由として，訴え提起の障害が長期間継続する場合，②時
効完成の明確化・予想可能性の確保は著しく侵害される恐れがある。そこで，
権利者保護の方法を（b）の方法から（a）の方法に戻す形で，上限期間が採
用された。ただ，人損に関する民事責任訴権のように，要保護性の高い法益を
保護するための権利については，個人の利益（訴え提起の可能性）を保護する
ことが公益に優先すると解し，上限期間の例外とされた。
　以上より，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」は，
長期の時効期間と共に，個人の利益（権利を保全・実現するための訴え提起の
可能性）の保護を図るために衡平に基づいて認められた法理であるといえよう。
そして，法諺「訴えることのできない者に対して時効は進行しない」の適用要件・
効果は，時効制度が公益からの二つの要請（①時効期間の短期化②時効完成の
明確化・予測可能性）のうちいずれを重視するのか，この法諺による訴え提起
の可能性の確保が権利者を過剰に保護するものでないのかという２点を勘案し          
て決定される。ただ，①時効期間の短期化を重視する場合でも，要保護性の高
い法益を除いて，その法諺の適用について一定の時間的限界が求められている。
ੑޓᱷߐࠇߚ⺖㗴
　新時効法は時効の存在理由を公益説に求めている。しかし，現代のフランスに
おいては，公益説・懈怠罰説・推定説に留まらない，新たな存在理由が提言され
ている。本稿では，その一部を紹介するに留まり，その内容の詳細について論ず
ることができなかった。新時効法において，新たな存在理由論がどのような位置
づけを与えられるのかを含めて，今後検討を進めていかなければならない。
　また，本稿の検討は，わが国の時効の起算点確定法理を検討するという点に
ついても示唆を与える。フランス法の検討から，法諺「訴えることのできない
者に対して時効は進行しない」の適用要件・効果は，時効期間の長短とも関係
することが解った。わが国において，時効の起算点につき現実的期待可能性説
を採ることを示した近時の判例は，いずれも短期消滅時効の成否に関するもの
である 95。これまで，わが国の消滅時効の起算点確定法理に関する研究は時効
期間との関係を考慮に入れていなかったのではなかろうか。それゆえ，フラン
ス法の検討で得た枠組みを用いて，わが国の学説・判例の検討を進めて行きた
いと考えている。
　
＊本稿は，2007 年度民事紛争処理研究基金（共同研究「時効法改正に向けて
－ 21 世紀の日本社会における方のあり方を模索して」），2007 年度学術振興
野村基金（共同研究「時効法改正に向けた比較法的研究」），2008 年度日弁
連法務研究財団（共同研究「時効法の改正に向けて－ 21 世紀の日本社会に
おける方のあり方を模索して－」）に基づく研究成果の一部である。
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